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令和２年度「需要喚起キャンペーン事業（Go To 商店街事業）」に係る企画競争募集要領 

令和２年７月１日 

中小企業庁 

中小企業庁では、令和２年度「需要喚起キャンペーン事業（Go To 商店街事業）」を実施す

る委託先を、以下の要領で広く募集します。受託を希望される方におかれましては、事業内

容等を御理解いただいた上で、募集要領に基づき応募ください。 

なお、本事業は、新型コロナウイルス感染症にかかる政府の基本的対処方針や業界別ガイ

ドラインなど業界毎の感染症対策の実施状況、地域毎の感染症流行状況等を勘案しつつ、段

階的に実施するものとします。開始時期や実施範囲等についても、関係省庁等に相談の上決

定するとともに、新型コロナウイルス感染症の再流行などによる緊急事態宣言の再度の発出

など新たな事態が生じた場合、事業の実施中においても見直しを図ることがありえますので、

御理解いただいた上で、応募ください。 

１．事業の目的 

新型コロナウイルスの感染拡大は、イベントや外出の自粛等の影響により、地域の多様な

産業に対し甚大な被害を与えています。 

このため、甚大な影響を受けた地域産業において、将来の収益回復の見通しを持っていた

だくためにも、新型コロナウイルス感染症の流行状況を見極めつつ、地域を再活性化するた

めの需要喚起が必要です。 

まずは、感染防止を徹底し、雇用の維持と事業の継続を最優先に取り組むとともに、Go To 

商店街事業（以下、「本事業」という。）では、国全体の需要喚起を図るべく、立地や集客機能

に優れた商店街等において人の流れと街のにぎわいを創り出し、商店街等のにぎわい回復を

図ります。 

本事業の実施にあたっては、商店街等に関わる者に新型コロナウイルス感染症拡大防止策

の実施を促すなど、新しい生活様式の定着に向けた取組を進めていくこととします。 

２．事業内容 

本事業は、新型コロナウイルス感染症にかかる政府の基本的対処方針や業界別ガイドライ

ンなど業界毎の感染症対策の実施状況、地域毎の感染症流行状況等を勘案しつつ、実施時期

や実施範囲等も含め関係省庁・関係団体等と相談しながら段階的且つ柔軟に実施することと

します。なお、新型コロナウイルス感染症の再流行などによる緊急事態宣言の再度の発出な

ど新たな事態が生じた場合、事業の実施中においても見直しを図ることがありえますので、

御理解いただいた上で、応募ください。 
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（１）事業スキームの構築 

感染拡大によって失われた商店街等のにぎわいを回復するという本事業の目的を十分に達

成できるよう、商店街等を広く募集し、イベント、キャンペーン、プロモーションや観光商

品開発等（以下、「商店街イベント等」という。）、商店街等への専門的支援等を行うために

必要な事業スキームを構築してください。  

また、商店街等による感染症対策の実施状況にも十分留意しつつ、多くの商店街等の参画

を促し、消費者にとって利用しやすい事業スキームを構築してください。 

さらに、関係省庁、関係団体とも連携し、全国津々浦々の商店街等のにぎわい回復に資す

る取組となるよう提案ください。 

 

・ 今回の企画競争は、上記事業スキームにおける「事務局」を募集するもの。商店街等に

ついては、事務局決定後、改めて事務局より広く募集を行う予定。 

 

＜本事業の設計＞ 

・ 商店街等のにぎわい回復を図るべく、商店街イベント等を実施する商店街等を募集し、

契約した上、商店街イベント等、商店街等への専門的支援等を実施すること。また、事

務局は商店街イベント等の実施後、商店街等から実績の報告を受けること。なお、商店

街等募集・契約にあたっては、外部の有識者による審査等を実施し、選定プロセスの適

正化を図ること。 

・ なお、本事業は商店街イベント等のソフト事業を想定しており、施設整備などのハー

ド事業は対象外。 

 

（１）商店街イベント等の実施 

・ 商店街等への来訪や購買の動機付けになる商店街イベント等を実施すること。 

・ 上限額としては、１申請者（商店街等）あたり３００万円とすること（ただし、複数

商店街等により広域でプロモーション、観光商品開発等を実施する場合は５００万円

の上乗せを可能とすること。）。 
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・ 実施件数については、１，０００件程度以上（上乗せ分は２００件程度以上）とする

こと。 

・ 実施場所については、商店街等（商店街その他の商業の集積）とすること。 

・ その他の事項は申請者の提案によるものとし、 詳細については、事務局決定後、中小

企業庁と協議の上で決定すること。 

 

（２）商店街等への専門的支援の実施 

・ 商店街イベント等のブラッシュアップ、一過性の取組みとならないための商店街イベ

ント等実施後のフォローアップなど、商店街イベント等を実施する商店街等に対して、

専門的なノウハウの提供、人材派遣等による支援を行うこと。 

・ 詳細については、事務局決定後、中小企業庁と協議の上で決定すること。 

 

【商店街イベント等の例】 

・ 新型コロナウイルス感染症対策を講じた上での毎年恒例の商店街イベントの実施 

・ 商店街内のテイクアウト対応店舗のポータルサイト作成・運営 

・ 地域産品配布等によるピーク時間の分散化を図った商店街セールイベントの実施 

・ オンラインイベントの実施とその広報 

・ 商店街の定番メニューのデリバリーキャンペーン 

・ 従来の商圏外の消費者に対して商店街等の魅力を発信するプロモーションの開発 

・ 商店街等でのコト消費を促進する旅行商品（飲み歩き・食べ歩きツアー等）の開発と

OTA（Online Travel Agent）等での販売 

 

＜本事業の対象となる商店街等について＞ 

・ 対象となる商店街等としては、中小小売業・サービス業のグループ（注）等を基本とす

る。 

・ 詳細については、事務局決定後、中小企業庁と協議の上で決定すること。 

 （注）小売業・サービス業等を営む者の店舗等が主体となって街区を形成しており（商店

街、飲食店街、温泉組合、テナント会等）、構成する店舗の多くが中小企業者であり、

定款等により代表者の定めがあり財産の管理等を適正に行うことができる者。 

 

３．事務局に求める提案 

 本事業の適正な執行を行うため、事務局として、以下の項目を実現するような提案をして

ください。なお、事業の実施時期や実施範囲などは関係省庁と相談の上、柔軟に決定してい

くこととします。 

 

① 新型コロナウイルス感染症の流行状況を見極めつつ実施できること 
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(ア)新型コロナウイルス感染症にかかる政府の基本的対処方針や業界別ガイドライン

など業界毎の感染症対策の実施状況、地域毎の感染症流行状況等を勘案しつつ、

関係省庁や関係業界団体と相談しながら段階的に実施できること。なお、新型コ

ロナウイルス感染症の再流行などによる緊急事態宣言の再度の発出など新たな事

態が生じた場合、事業の実施中においても見直しを図ることがありえる。 

(イ)商店街等の新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の実施状況を消費者にわか

るよう工夫すること。 

 

② 本事業の目的を、適切に周知を行い、理解を得ること 

(ア)連絡対応窓口を設置すること。 

(イ)新型コロナウイルス感染症の流行の収束状況に留意しつつ、メディア広告、イベ

ント実施を通じた広報・PR を工夫すること。その際、本事業であることがわかる

ようにすること。具体的には、今後策定予定の Go To キャンペーン事業を示すロ

ゴマークを活用すること、及び政府における統一の HPへの記載など政府全体での

対外的な情報発信と連携することをはじめ、中小企業庁から依頼する事項に同意

すること。 

 

③ 商店街等の幅広い参画を促すこと 

(ア)相当程度の数の商店街等が参加できること。 

(イ)商店街等の募集・選定を公平・公正に行うこと。 

(ウ)幅広い消費者にとって参加しやすい商店街イベント等となるよう情報発信を工夫

すること。 

 

④ 商店街等に過度な対応負担が生じないようにすること 

(ア)商店街等の資金繰りを悪化させないこと。 

(イ)商店街等の手続き等を簡便なものにすること。また、小規模な商店街等も参加で

きるよう適切な体制を用意すること。 

 

⑤ 消費活性化に適切な期間、継続して実施すること 

 

⑥ 地域の中小企業が本事業に参画する等、地域経済に効果が波及することが期待できるよ

う工夫すること 

 

⑦ 不正が生じないような工夫をすること 

 

⑧ 精算や本事業で取得した情報を適切に管理すること 
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(ア)事業費を適切に請求すること。 

(イ)取得した情報を適切に管理すること。取得した情報を本事業の目的以外で利用し

ない、及び利用されないよう徹底すること。 

 

⑨ 事業を効率的かつ効果的に執行すること 

(ア)事務局に要する経費はできる限り低減すること。 

(イ)事業執行時においても、事務局の経費低減のための工夫を行うこと。 

 

⑩ 本事業の実施結果を整理及び分析することで事業成果を測定すること 

 

⑪ ①～⑩を適切に行うため、商店街等と連携を行うこと 

 

 

４．事業の実施体制 

提案書によります。 

受託者においては、事業全体の円滑な執行を行うため、事業管理を行うに際し、適切

な会計管理及び再委託事業者等への指導ができる専門知識を有する人材が内部に確保で

きる、又はそのための体制が組めることを提案書等において示してください。 

政府全体の新型コロナウイルス感染症にかかる対応方針や業界毎の感染症対策の実施

状況を勘案しつつ、早期に本事業を実施できる体制を検討し、提案してください。早期

に事業を実施するという観点から、商店街等の募集方法、要件、契約方法等の詳細につ

いても提案に含めるものとし、事業実施にあたっては、中小企業庁と協議することとし

ます。 

 

 

５．事業実施期間 

 契約締結日～令和３年３月中旬頃 

    

 

６．応募資格 

次の要件を満たす企業・団体等とします。 

本事業の対象となる申請者は、次の条件を満たす法人とします。なお、コンソーシアム形

式による申請も認めますが、その場合は幹事法人を決めていただくとともに、幹事法人が事

業提案書を提出してください。また、コンソーシアムを組む各事業者の役割については明確

にしてください。（ただし、幹事法人が業務の全て、又は総合的な企画及び判断並びに業務遂

行管理部分を他の法人に再委託することはできません。また、本募集に採択された申請者（コ
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ンソーシアム形式の場合は幹事法人）は商店街等として参加することはできません。） 

① 日本に拠点を有していること。 

② 本事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。 

③ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な

管理能力を有していること。 

④ 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しないものであること。 

⑤ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者では

ないこと。 

⑥ 過去３年以内に情報管理の不備を理由に経済産業省との契約を解除されている者で

はないこと。 

 

 

７．契約の要件 

（１）契約形態 

委託契約 

（２）採択件数 

１件 

（３）予算規模 

事務委託費は 5,134,334千円を上限とします。（商店街イベント等を実施する商店街等

との契約費用を含む。）なお、最終的な実施内容、契約金額については、中小企業庁と調

整した上で決定することとします。 

（４）成果物の納入 

本事業に伴う結果分析報告書の電子媒体１部ずつを中小企業庁に納入してください。 

  ※電子媒体を納入する際、中小企業庁が指定するファイル形式に加え、透明テキストフ

ァイル付ＰＤＦファイルに変換した電子媒体も併せて納入してください。 

（５）委託金の支払時期 

委託金の支払いは、原則として、事業終了後の精算払となります。 

※本事業に充てられる自己資金等の状況次第では、事業終了前の支払い（概算払）も可 

能ですので、希望する場合は個別にご相談ください。 

（６）支払額の確定方法 

事業終了後、事業者より提出いただく実績報告書に基づき必要に応じて現地調査を行い、

支払額を確定します。 

支払額は、契約金額の範囲内であって実際に支出を要したと認められる費用の合計とな

ります。このため、全ての支出には、その収支を明らかにした帳簿類及び領収書等の証拠

書類が必要となります。また、支出額及び内容についても厳格に審査し、これを満たさな

い経費については、支払額の対象外となる可能性もあります。 
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なお、事業の実施に要した経費の適切性等の確認のため、中間検査を実施することがあ

ります。その際、監査法人を入れることがあり得ます。 

 

 

８．応募手続き 

（１）募集期間 

  募集開始日：令和２年７月１日（水） 

  締 切 日：令和２年７月２１日（火）１８時必着 

（２）説明会の開催 

令和２年７月６日（月）１４時００分～１５時００分 

上記日時に「Skype for Business」を用いて行いますので、１２．の問い合わせ先に対

し連絡先（社名、担当者氏名、電話番号、メールアドレス）を令和２年７月６日（月）１

２時までに登録してください。その際、「Skype for Business」の接続確認が必要な申請

者は７月３日（金）１８時までにその旨メールに明記ください。（接続確認が必要な申請

者には説明会開催までに、順次、接続テストの連絡をさせていただくので連絡がとれる

体制を整備ください。接続確認の依頼がなく、説明会当日に接続不良等により会議に参

加できなかった場合には、個別の対応はできませんのでご了承ください） 

なお、「Skype for Business」が利用できない場合は、概要を共有させていただきます

ので、同様に連絡先を登録してください。 

（３）応募書類 

（４）の連絡先にメールで提出してください。ファイル容量が１０MB を超える場合は複

数に分けてお送りください。 

・申請書（様式１） 

・企画提案書（様式２） 

・会社概要等が確認できる資料（パンフレット等） 

・競争参加資格審査結果通知書（全省庁統一）の写し又は直近の財務諸表 

① 提出された応募書類は本事業の採択に関する審査以外の目的には使用しません。 

② なお、応募書類は返却しません。機密保持には十分配慮いたしますが、採択された場

合には、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律

第４２号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を

除いて、情報公開の対象となりますのでご了承ください。なお、情報公開に際しては、

不開示情報の特定のため、申請者に確認をさせていただきます。 

③ 応募書類等の作成費は経費に含まれません。また、選定の正否を問わず、企画提案書

の作成費用は支給されません。 

④ 企画提案書に記載する内容については、今後の契約の基本方針となりますので、予算

額内で実現が確約されることのみ表明してください。なお、採択後であっても、申請
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者の都合により記載された内容に大幅な変更があった場合には、不採択となること

があります。 

（４）応募書類の提出先 

  経済産業省 中小企業庁 経営支援部商業課 

「令和２年度 需要喚起キャンペーン事業（Go To 商店街事業）」担当宛て 

E-mail：chuki-syogyo@meti.go.jp 

   ※ 締切を過ぎての提出は受け付けられません。 

   ※ 資料に不備がある場合は、審査対象となりませんので、記入要領等を熟読の上、注

意して記入してください。 

 

 

９．審査・採択について 

（１）審査方法 

採択にあたっては、第三者の有識者で構成される委員会で審査を行い決定します。なお、

審査に当たっては、必要に応じて提案者から提案内容についてプレゼンしていただくこと

があります。 

詳細の日時、場所、方法については対象事業者へ追って連絡します。 

（２）審査基準 

以下の審査基準に基づいて、総合的な評価を行います（配点は別添のとおり）。 

① ６．の応募資格を満たしているか。 

② 提案内容が１．本事業の目的に合致しているか。 

③ 事業の実施方法、実施スケジュールが現実的か。 

④ 事業の実施方法等について、本事業の成果を高めるための効果的な工夫が見られる

か。 

⑤ 本事業の関連分野に関する知見を有しているか。 

⑥ 本事業を円滑に遂行するために、事業規模等に適した実施体制をとっているか。 

⑦ 費用対効果が優れているか。また、必要となる経費・費目を過不足無く考慮した上で、

経費合理化のための適切な取組が提示されているか。 

⑧ ワーク・ライフ・バランス等推進企業であるか 

⑨ 適切な情報管理体制が確保されているか。また、情報取扱者以外の者が、情報に接する

ことがないか。 

（３）採択結果の決定及び通知について 

採択された申請者については、経済産業省のホームページで企業等名、審査項目毎の評

価得点と合計点、提案価格を公表するとともに、当該申請者に対しその旨を通知します。

また、採択されなかった申請者については、企業等名を公表します。 

 

mailto:chuki-syogyo@meti.go.jp


9 
 

 

１０．契約について 

採択された申請者について、国と提案者との間で委託契約を締結することになります。な

お、採択決定後から委託契約締結までの間に中小企業庁との協議を経て、事業内容・構成、

事業規模、金額などに変更が生じる可能性があります。 

契約書作成に当たっての条件の協議が整い次第、委託契約を締結し、その後、事業開始と

なりますので、あらかじめ御承知おきください。また、契約条件が合致しない場合には、委

託契約の締結ができない場合もありますのでご了承ください。 

 なお、契約締結後、受託者に対し、事業実施に必要な情報等を提供することがありますが、

情報の内容によっては、守秘義務の遵守をお願いすることがあります。 

 

 

１１．経費の計上   

（１）経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめに

必要な経費であり、具体的には以下のとおりです。 

 

経費項目 内容 

Ⅰ．人件費 事業に従事する者の作業時間に対する人件費 

Ⅱ．事業費  

旅費 事業を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費 

会場費 事業を行うために必要な会議、講演会、シンポジウム等に要する

経費（会場借料、機材借料及び茶菓料（お茶代）等） 

謝金 事業を行うために必要な謝金（会議・講演会・シンポジウム等に

出席した外部専門家当に対する謝金、講演・原稿の執筆・研究協

力等に対する謝金等） 

備品費 事業を行うために必要な物品（ただし、１年以上継続して使用で

きるもの）の購入、製造に必要な経費 

（借料及び損料） 事業を行うために必要な機械器具等のリース・レンタルに要する

経費 

消耗品費 事業を行うために必要な物品であって備品費に属さないもの（た

だし、当該事業のみで使用されることが確認できるもの）の購入

に要する経費 
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外注費 受託者が直接実施することができないもの又は適当でないもの

について、他の事業者に外注するために必要な経費（請負契約） 

※商店街イベント等を実施するために必要な経費等 

印刷製本費 事業で使用するパンフレット・リーフレット、事業成果報告書等

の印刷製本に関する経費 

補助職員人件費 事業を実施するために必要な補助員（アルバイト等）に係る経費 

その他諸経費 

 

事業を行うために必要な経費のうち、当該事業のために使用され

ることが特定・確認できるものであって、他のいずれの区分にも

属さないもの 

例）通信運搬費（郵便料、運送代、通信・電話料等） 

光熱水料（電気、水道、ガス。例えば、大規模な研究施設等

について、専用のメータの検針により当該事業に使用した料

金が算出できる場合） 

設備の修繕・保守費 

翻訳通訳、速記費用 

文献購入費、法定検査、検定料、特許出願関連費用等 

Ⅲ．再委託費 

 

発注者（国）との取決めにおいて、受注者が当該事業の一部を他

者に行わせる（委任又は準委任する）ために必要な経費 

Ⅳ．一般管理費 

 

委託事業を行うために必要な経費であって、当該事業に要した経

費としての抽出、特定が困難なものについて、委託契約締結時の

条件に基づいて一定割合の支払を認められた間接経費 

 

（２）直接経費として計上できない経費 

 ・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費 

 ・その他事業に関係ない経費 

 

１２．問い合わせ先 

 経済産業省 中小企業庁 経営支援部商業課 

担当：川越、船渡、早瀬 

FAX：０３－３５０１－７８０９ 

E-mail： chuki-syogyo@meti.go.jp 
 ※お問い合わせはＦＡＸ又は電子メールでお願いします。電話でのお問い合わせは受付で  

きません。なお、お問い合わせの際は、件名（題名）を必ず「令和２年度 需要喚起キャ

ンペーン事業（Go To 商店街事業）」としてください。他の件名（題名）ではお問い合わ

せに回答できない場合があります。  

以上 

mailto:chuki-syogyo@meti.go.jp
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（様式１） 

受付番号 

※記載不要 
 

中小企業庁 宛て 

 

 

令和２年度「需要喚起キャンペーン事業（Go To 商店街事業）」申請書 

 

 

申
請
者 

企業・団体名  

代表者役職・氏名  

 

所在地  

連
絡
担
当
窓
口 

氏名（ふりがな）  

所属（部署名）  

役職  

電話番号 

（代表・直通） 
 

Ｅ－ｍａｉｌ  
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（様式２） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

令和２年度「需要喚起キャンペーン事業（Go To 商店街事業）」 

企画提案書 

 

１．事業の実施方法 

＊募集要領の２．事業内容の項目ごとに、具体的な実施方法及び内容を記載してください。 

＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。 

 

 

 

２．実施スケジュール（１．の実施が月別に分かること） 

 

 

 

 

３．事業実績 

類似事業の実績 

・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨） 

 

４．実施体制 

（必須）氏名、所属、役職、業務経験 

（任意）学歴、職歴、研修実績その他の経歴、専門的知識その他の知見、母語及び外国語能

力、国籍等 

 

＊外注、再委託を予定しているのであればその内容 

５．情報管理体制 

＊受託者の情報管理体制がわかる「情報管理体制図」、情報を取扱う者の氏名、住所、生年

月日、所属部署、役職等がわかる「情報取扱者名簿」を契約時に提出することを確約するこ

と。（別紙様式にて提示） 

 

６．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況 

＊女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業。労働時間



13 
 

等の働き方に係る基準は満たすことが必要。）、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（く

るみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）又は青少年の雇用の促進等に関する法律に基

づく認定（ユースエール認定企業）の状況 

＊女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限

る。）の策定状況（常時雇用する労働者の数が 300人以下の事業主に限る。） 

 

７．事業費総額（千円） 

※記載している費目は例示。募集要領１１．（１）経費の区分に応じて必要経費を記載する

こと。また、商店街イベント等を実施する商店街等との契約費用については、それが分か

るよう記載すること。 

Ⅰ 人件費  

Ⅱ 事業費 

①旅費               

②会場費              

③謝金           

④補助職員人件費  

Ⅲ 再委託費 

Ⅳ 一般管理費 

小計 

Ⅳ 消費税及び地方消費税 

総額              千円（※総額は委託予定額の上限内に収めてください。） 
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（別紙様式） 

情報取扱者名簿及び情報管理体制図 

①情報取扱者名簿 

 

氏名 個人住所 生年月日 所属部署 役職 

パスポート

番号及び国

籍（※４） 

情報管理責

任者（※１） 

Ａ       

情報取扱管

理者（※２） 

Ｂ       

Ｃ       

再委託先 

（※３） 

Ｄ       

（※１）受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。 

（※２）本事業の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本事業の進捗状況などの管理を

行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 

（※３）再委託先については、実施計画書に記載された業務において保護すべき情報を取り扱う事業者の情報管

理責任者を記載すること。 

（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以

外の者は、パスポート番号等及び国籍を記載。 

（※５）住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても担当課室

から求められた場合は速やかに提出すること。 

 

②情報管理体制図 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【情報管理体制図に記載すべき事項】 

・本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。再委託先を除く。 
・本事業の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載する。 

 
情報取扱者 

情報管理責任者 

情報取扱管理者 
（進捗状況管理） 

A 

B 
（経費情報管理） 

C 
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（別添） 

 

審査基準について 

 

配点表（120点満点） 

評価項目 配点 

１．応募資格 適否 

２．提案内容の的確性 16 

３．実施方法・スケジュールの現実性 16 

４．創意工夫 10 

５．関連知見・実績 16 

６．実施体制 16 

７．費用対効果、経費の適切性 40 

８．ワーク・ライフ・バランス等の推進 6 

９．情報管理体制 適否 

 

 


